
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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類似団体平均

明石市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数 ： 税収の低迷等により、類似団体平均を下回っている。退職者不補充を基本とした職員数の削減などによる
　　　　　　　　　人件費の抑制（H18～H21の４年間で22億円）、経常的な経費の節減をはじめとした歳出の徹底した見直し（H18～H21の４年
　　　　　　　　　間で40億円）を進めるとともに、税の収納率向上を中心とした歳入の確保（H18～H21の４年間で30億円）に努める。

経常収支比率 ： 扶助費の増加や震災に伴う公債費、税収の低迷により、類似団体平均を上回っている。扶助費は、少子高齢化に伴い更に
　　　　　　　　　　増加が見込まれるが、経常的な経費の節減（H18～H21の４年間で62億円）により、当面の間、95％未満に止めることを目標
　　　　　　　　　　とする。

起債制限比率 ： ごみ処理施設などの大型の建設事業の財源として借入れた市債の償還本格化により、類似団体平均を上回っている。しか
　　　　　　　　　　し、近年投資的経費の抑制を図ってきたことから、今後は償還額が減少し、H16またはH17をピークに改善するものと見込ま
　　　　　　　　　　れる。引き続き、市債の新規発行を抑制し、公債費の削減を図る。

人口1人当たり地方債現在高 ： 阪神・淡路大震災の災害復旧、復興事業や大型の建設事業が集中したことにより、H8～H10にかけて大幅
　　　　　　　　　　　　             　　に増加した後、H14をピークに減少に転じているものの、類似団体平均を上回っている。引き続き、投資的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の必要性や緊急性を十分考慮するなど、市債の新規発行を抑制する。

ラスパイレス指数 ： 初任給の引下げや昇給延伸等の措置により給与水準の適正化に努めてきており、その結果、給与水準を示すラスパイ
　　　　　　　　　　　　レス指数については年々低下し、平成17年度では100.7となっている。しかしながら、未だ国を上回っている状況であり、当
　　　　　　　　　　　　面、国の水準を目標に、引き続き、その適正化を図っていきたいと考えている。

人口1,000人当たり職員数 ： 一般行政部門及び特別行政部門の消防における人口あたりの職員数は、低水準となっている。一方、特別行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　政部門の教育では高水準となっており、その理由は、市立商業高等学校があること及び市立幼稚園において
　　　　　　　　　　　　　　　　　　幼児教育の充実に努めているためと考えられる。


